
第 5回 全国健康保険協会業績評価に関する検討会 座席図
平成24年 10月 3日 (水 )15:00～ 17:00

於 :厚生労働省 専用第 14会議室 (22階 )
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第 5回 全国健康保険協会業績評価に関する検討会
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1  開 会

2 議 事

(1) 全国健康保険協会の業績に関する評価について
(健康保険、船員保険、業務運営体制等 )

(2)質 疑応答

(3) その他

3  閉 会

資料 1

資料 2

資料 3

参考資料 1

参考資料 2

平成 23年度全国健康保険協会業績評価項目一覧 (健康保険)

平成 23年度全国健康保険協会業績評価項目一覧 (船員保険)

平成 23年度全国健康保険協会業績評価項目一覧 (業務運営体制等)

全国健康保険協会の業績に関する評価 (健康保険)´

全国健康保険協会の業績に関する評価 (船員保険)

全国健康保険協会の業績に関する評価 (業務運営体制等)

今後のスケジュール

全国健康保険協会補足説明資料 (保健事業)

全国健康保険協会補足説明資料 (東日本大震災への対応について)



平成23年度全国健康保険協会業績評価項目一覧 (健康保険)

《目標指標》 による評価

サービススタンダー ドの連守
健康保険給付の受付から振込までの日数の目標 (10営業日)の達成率
健康保険給付の受付から振込までの日数 10営業日以内

資格情報の取得から保険証送付までの平均日数 2営業日以内

窓ロサービス全体としての満足度

平成22年度の状況より改善

職員の応接態度に対する満足度

訪問目的の達成度

窓口での待ち時間の満足度

施設の利用の満足度

被保険者 475%
被扶養者 625%

事業者健診のデータの取込率

保健指導の実施
被保険者

被扶養者
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健診・保健指導の効果

メタポリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

平成22年度の状況より改善メタボリックシンドローム診断基準項目別該当者率

生活習慣の改善状況

レセプト点検効果額 被保険者 1人当たり内容点検効果額 平成22年度を上回る

ジェネリック医薬品の使用促進 ジェネリック医薬品使用割合 (数量ベース) 26%(平成24年度までに30%以上)

加入者・事業主への広報 メールマガジンの登録件数 平成22年度を10%以上上回る

都道府県との連携
・都道府県医療費適正化計画に係る検討会への参加支部数

・都道府県ジェネリック使用促進協議会への参加支部数
平成22年度を上回る



《検証指標》実施状況(対前年度実績との比較含む)に対する評価等

項  目 内 容

各種サービスの利用状況
インターネットによる医療費通知の利用割合

任意継続被保険者の口座振替利用率

事務処理誤りの防止 「事務処理誤り」発生件数

お客様の苦情・意見 苦情・意見の受付件数とその内容

レセプト点検効果額
被保険者 1人当たり資格点検効果額

被保険者 1人当たり外傷点検効果額

ホームページの利用 ホームページヘのアクセス件数

申請・届出の郵送化 申請・届出の郵送化率

業務の効率化・経費の削減

随意契約の割合 (件数)、 内訳

コピー用紙等の消耗品の使用状況

その他の取り組み状況



平成23年度全国健康保険協会業績評価項 目二覧 (船員保険 )

(目標指標》

サービススタンダー ドの遵守
船員保険職務外給付の受付から振込までの日数の目標 〈10営業日)の達成率

船員保険職務外給付の受付から振込までの日数 10営業日以内

資格情報の取得 (年金事務所からの回送)か ら保険証送付までの平均日 3営業日以内

疾病任意継続被保険者の保険証の交
付

資格取得申請の受付または勤務 していた船舶所有者における資格喪失情
報の取得 (年金事務所からの回送)のいずれか遅い方から保険証送付ま
での平均日数

特定健診の実施
被保険者 475%
被扶養者 614%

船舶所有者健診の実施 船員手帳健診のデータ取込率

保健指導の実施
被保険者 386%
被扶養者 386%

レセプト点検効果額 保険者 1人当たり内容点検効果額 平成22年度を上回る

検証指標》 実施状況 の比較含む)に対する評価専

項  目 内 容
事務処理誤 りの防止 「事務処理誤り」発生件数

お客様の苦情・意見 苦情・意見の受付件数とその内容

お客様満足度

申請手続き期間に対する満足度

申請書の内容等に対する満足度

職員の応接態度に対する満足度

申請手続き全体に対する満足度

レセプト点検効果額
被保険者 1人当たり資格点検効果額

被保険者 1人当たり外傷点検効果額

業務の効率化・経費の削減

随意契約の割合 (件数)、 内訳

コピー用紙等の消耗品使用状況

その他の取り組み状況



平成23年度全国健康保険協会業績評価項 目一覧 (業務運営体制等 )

《全体的な取り組み》協会全体としての取組みに対する評価等

項  目 内 容

組織の活性化への取 り組み

協会のミッションや目標の徹底

職場におけるコミユニケーションの強化、人材育成

自由闊達な気風と創意工夫に富んだ組織風土・文化の定着

職員の意識向上への取り組み

各階層に求められる能力や知識の習得

コンプライアンス、個人情報保護

業務分野等、研修などによる人材育成

支部との連携強化への取り組み

本部と支部の支援・協力

本部と支部を通じたガバナンス

支部内の部門間の連携の強化

事業主との連携強イヒヘの取り組み

事業主 (健康保険員)へ保健事業に対する説明・訪間活動
協力関係の構築

支部と事業主 (健康保険委員)間の連携の強化



全国健康保険協会の業績に関する評価 (健康保険)

】 S:目標を大幅に上回つている やや下回っている つており、大幅な



・受付から振込までの平均所要日数 :731日 【22年度820日】 039日短縮

健康保険給付の申請の受付から振込までの期間についてサービススタンダード (所要日数の目標)を 10営業日に設定し、サービスの向上を図つている。

平均所要日数は、23年度731日 となり、22年度と比較して039日 短縮となつた。目標指標の10営業日を大きく上回つている。

【評価の視点】
健康保険給付については申請の受
付から給付金の振込までの期間を
サービススタンダー ドとして定め、
その状況を適切に管理 し、着実な実

0営業日以

は781日 となり、22年度820日 から039日 と短縮となっ
た。
目標指標の10営業日以内というサービススタンダー ドを大きく上

回つて達成 し、さらに短縮した。
今後も「正確」、「T率」を優先し、引き続き安定 して着実な実
施に努めたい。

く委員ご意見>
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サービス全体としての洒足農

【評価の視点】
教育研修の実施等を通じて、加入
位の理念について職員への一居

向上を図るなど、お客様
ることができたか。

満足度調査等を実施 し、加
意見やニーズを通切に把握

しサービスの改善や向上に努めた
たい 。

の

入

く事業報告 (概要)>

・窓ロサービス全体としての満足度 :955%【 22年度 94896】 07ポイント増加 (向上)

(調査票数 :8297票 (※予定調査票数 :3100票 ))
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23年度の調査では満足度95596と なり、22年度と比較して07ポィント増加した。これは、22年度の調査結果を踏まえ窓ロサービスに関するお客様満足度向上の
めの様々な取り組みを実施した結果である。

支部の「予定調査票数」は、支部の規模 (加入者数)に応じて決定している。
・100票 : 7支部 ( 700票 )
150票 :27支 部 (4050票 )
・200票 13支部 ( 600票 )
250票 : 5支部 (1250票 )
・300票 : 5支部 (15∞票 )
・合 計 :47支部 (81∞票)

22年度の調査結果 (満足度948%)を踏まえ、窓ロサービスに関
するお客様満足度向上のための様々な取り組みを実施した結果、

=比
べ満足度が955%と 07ポイン ト向上 した。

また、22年度に引き続き、更なるサービスの改善や向上を図るた
め、窓口・電話対応に関する調査結果の説明及び研修等について
7支部において実施 した。

今後もこの水準を維持・向上させるため、新たな取り組みや情報
等の共有化により、更なるサービス改善や向上に努めたい。

く委員ご意見>



【評価の視点】
教育研修の実施等を通 して、加入
計本位の理念について職員への一層
を図るとともに、お客様に対

る接遇の向上を図るなど、お客様
を高めることができたか。
足度調査等を実施 し、加

入者等の意見やニーズを適切に把握
しサービスの改善や向上に努めた

く事業報告 (概要)>

・職員の応接態度に対する満足度 :95296【 22年度949%】  03ポイント増加 (向上)

(調査票数 :8.297票 (※予定調査票数 :8100票 ))

加入者等の意見やニーズを適切に把握しサービスの改善や向上を図るため、22年度に1き続き、23年度も24年 1月 30日 ～2月 24日の期間、全支部の窓口に来訪さ
れたお客様にアンケー トに記入していただく手法で、窓口対応時の「あいさつ」、「言葉づかい」、「身だしなみ」、「対応の速さ」、「説明のわかりやす
さ」、「職員の専門的な知識」の6項 目が「職員の応接態度に対する満足度」について、お客様満足度調査を実施した。

23年度の調査では満足度952%であり、03ポイント増加 (向上)した。これは、22年調査結果を踏まえ窓口応接態度に関するお客様満足度向上のための様々な
り組みを実施した結果である。

支部の「予定調査票数」は、支部の規模 (加入者数)に応して決定している。
100票 : 7支部 ( 700票 )
・ 150票 :27支部 (4050票 )
・200票 : 3支部 ( 600票 )
250票 : 5支部 (1250票 )
・300票 : 5支部 (1,500票 )
合 計 :47支部 (3.100票 )

の調査結果 (949%)を 踏まえ、応接態度に関するお客様
満足度向上のための様々な取り組みを実施した結果、昨年度に比
べ満足度が952%と 03ポイント改善した。

を踏まえ、以下の通り取り組みを行つた。

≪主な取 り組み事例》
・前年度調査結果を基に、改善すべきポイン トを明確にし、職
員への周知徹底を図つた。
・窓口対応マニュアルを作成・活用 し、職員への研修を実施。
・毎週ミーティングを実施 し、丁寧な対応等の窓口対応に関す
る職員の意識向上を図つた。

<委員ご意見>



【評価の視点】
教育研修の実施等を通して、加入
本位の理念について職員への一層
の徹底を図るとともに、お客様に対
る接遇の向上を図るなど、お客様
満足度を高めることができたか。

度調査等を実施 し、加
やニーズを適切に把握

しサービスの改善や向上に努めた

の状況より

く事業報告 (概要)>

・訪間目的の違威度に対する満足度 :955%【 22年度955%】

(調査票数 :8.297票 (※予定調査票数 :8.100票 ))

加入者等の意見やニーズを適切に把握しサービスの改善や向上を図るため、22年度に引き続き、23年度も24年 1月 30日～2月 24日の期間、全支部の窓口に来訪さ
たお客様にアンケー トに記入していただく手法で、窓口対応時にお客様のご用件を迅速に理解し適切な対応が実施できたが等が「訪問目的の達成度」の満足度
ついて、お客様満足度調査を実施した。

23年度の調査では満足度955%であった。前年度と同じ満足度ではあったが、22年度の調査結果を踏まえ窓口応接態度に関するお客様満足度向上のための様々
り組みを実施した。

支部の「予定調査票数」は、支部の規模 (加入者数)に応じて決定している。
.100票 : 7支部 ( 700票 )
・150票 :27支 部 (4050票 )
200票 : 3支 部 ( 61Xl票 )
250票 : 5支部 (1250票 )
・31Xl票 : 5支 部 (1500票 )
合 計 :47支 部 (8100票 )

<自己評価>

22年度の調査結果 (満足度955%)を踏まえ、訪問目的の達成度
に関するお客様満足度向上のための様々な取り組みを実施 した結
果、満足度が95596と 昨年度と同等であつた。

22年度調査結果を踏まえ、以下の通 り取 り組みを行つた。

≪主な取 り組み事例》
・来訪されるお客様の傾向を分析し、お客様のご要望に沿つた
対応方法等を職員で共有した。
・調査結果を基に、さらにお客様満足度を向上させるための
職員研修を実施した。
・お客様対応に関する事例を職員で共有した。

く委員ご意見>



〔評価の視点】
教育研修の実施等を通じて、加入
位の理念について職員への一層

の徹底を図るとともに、お客様に対
する接遇の向上を図るなど、お客様
の満足度を高めることができたか。
お客様満足度調査等を実施し、加
入者等の意見やニーズを適切に把握
しサービスの改善や向上に努めた
ノい 。

く事業報告 (概要)>

・窓口での持ち時間の満足度 :923%【 22年度91696】  07ポイント増加 (向上)

(調査票数 :8.297票 (※予定調査票数 :8.100票〉)

K各支部の「予定調査票数」は、支部の規模 (加入者数)に応して決定している。
・100票 : 7支部 ( 7∞票)

加入者等の意見やニーズを適切に把握しサービスの改善や向上を図るため、22年度に引き続き、23年度も24年 1月 30日 ～2月 24日の期間、全支部の窓口に来訪さ
たお客様にアンケートに記入していただく手法で、お客様が支部窓口に来訪されてから迅速に対応できたか等が「待ち時間に対する満足度」の満足度につい
、お客様満足度調査を実施した。

23年度の満足度調査は923%であり、22年度と比較して07ポイント増加 (向上〉した。これは22年度の調査結果を踏まえ、待ち時間に関するお客様満足度向上
ための様々な取り組みを実施した結果である。

・ 150票 :27支 部 (4,050票 )
・ 200票 :3支部 ( 600票 )
・ 250票 :5支部 (1250票 )
・ 300票 : 5支 部 (1500票 )
・合 計 :47支 部 (3100票 )

22年度の調査結果 (満足度91696)を踏まえ、窓口での待ち時間
の満足度向上のための様々な取 り組みを実施 した結果、昨年度に
比べ満足度が92396と 07ポイン ト向上 した。

を踏まえ、以下の通り取り組みを行つた。

≪主な取 り組み事例≫
・待合いスペース内に内線電話を設置 し、窓口対応者が不足
している際には、他の職員を呼び出すことを可能とし、
お客様をお待たせすることのないようにした。
・お客様のご要望に対する理解力の向上及び適切な説明
方法等の研修を行い、1人 あたりの相談時間の短縮は図り、
お客様をお待たせする時間を短縮するよう努めた。
・来訪者数の傾向を分析 し、来訪者が多い曜日・時間帯の
窓口対応者数を増員した。

く委員ご意見>



【評価の視点】
教育研修の実施等を通して、加入
者本位の理念について職員への一層
の徹底を図るとともに、お客様に対
する接遇の向上を図るなど、お客様
の満足度を高めることができたか。
お客様満足度調査等を実施し、加
入者等の意見やニーズを適切に把握
じサービスの改善や向上に努めた
か 。

事業報告 (織要)>

・施設の利用の満足度 :832%【 22年度821%】  11ポイント増加 (向上 )

(調査票数 :8.297票 (※予定調査票数 :3.100票 ))

加入者等の意見やニーズを適切に把握しサービスの改善や向上を図るため、22年度に引き続き、23年度も24年 1月 30日 ～2月 24日の期間、全支部の窓口に来訪さ
たお客様にアンケー トに記入していただく手法で、支部窓口の「施設内の案内表示のわかりやすさ」、「プライバシーヘの配慮」、「待ち合いスペース」、
「環境の美化・清潔の保持」の4項 目が「施設の利用の満足度」について、お客様満足度調査を実施した。他の調査項目と比較して、満足度が低いのは、テナント
ビルに入居していることで、様々な制約がかかつていることが影響している。

23年度の調査結果は満足度832%と なり、制約がかかる中で、前年度と比較して11ポイント増加 (向上)した。22年度の調査結果を踏まえ、待ち時間に関する
客様満足度向上のための様々な取り組みを実施した結果である。

支部の「予定調査票数」は、支部の規模 (加入者数)に応じて決定している。
100票 : 7支部 ( 700票 )
・150票 :27支 部 (4.050票 )
・200票 : 3支部 ( 600票 )
・250票 : 5支部 (1.250票 )
・ 300男黒:  55に増謳 (1 5001長 )
・合 計 :47支部 (8100票 )

く自己評価>

の調査結果 (満足度82196)を踏まえ、施設利用に関する
上のための様々な取 り組みを実施した結果、昨年

に比べ満足度が83296と 11ポイント向上した。

度調査結果を踏まえ、以下の通り取り組みを行つた。

≪主な取 り組み事例》
・待合いスペースの拡充及びプライバシーを配慮した相談
窓口に変更した。
入居ビル内に案内看板の設置及びエレベータ指定回数横に
協会けんぼの表示をした。
・待合いスペース及び相談窓口の整理整頓の徹底を図り、

環境美化に努めた。

く委員ご意見>



【評価の視点】
適切な広報等とともに、引き続
き、加入者の家族の受診券を簡素な
きにより交付する、市町村が行
うがん検診との連携を進めること
で、加入者への定着を進めるなど、
特定健康診査の実施促進を図ること
ができたか。

捜保険者
47.5%

被扶養者

事業報告 (概要)>

被保険者実施率 427%(対前年度実施率18%増、実施者数59%増 )
・被扶養者実施率 138%(対前年度実施率07%増、実施者数45%増 )

【被保険者】
成23年度の40歳以上の受診率は427%で、対前年度18%の増、実施者数で271747人 (59%)の増加となった。日標には達しなかったものの、東日本人震災に
る影響があつた宮城支部、福島支部を除き45支部で前年度実績を上回つた。平成23年度の取組みとしては、
受診者の受入れ体制の拡大及び利便性向上を図るため、写しがん検診等の委託先の確保が困難な健診機関との契約も認めるなど選定基準の緩和を図り、健診機関
対前年91か所増やし2711機関で健診を実施した。
腱診等の受診勧奨対策に特化した「受診勧奨対策経費」を新たに予算措置し支部の取組み強イヒを図つた。
腱診対象者データをダウンロー ドできるサービスを4月 から開始し、事業所の申込み手続きの負担軽減を図つた。また、平成24年度に向けてインターネットを利
した申込みを可能とするアップロードサービスを構築し更なる負担の軽減を図つた。

成23年度の40歳以上の受診率は、138%で、対前年度07%の増、実施者数で24199人 (45%)の増加となったが、日標を大幅に下回る結果となつた。平成23
度の取組みとしては、
平成22年度に引続き全支部で受診券申請書の提出を省略し、直接事業主に受診券を送付する方式を取り入れた。また、受診券を自宅 (被保険者宅)に直接送付
る取組みを4支部でモデル的に実施した。 (現在、その成果については検証中である.)
市町村が実施するがん検診と特定健診を同時に受けられるよう、都道府県がん対策主管課、市町村、他の保険者と連携し、加入者に対し同時受診が可能な健診
関等の情報提供などに努めた。更に、市町村と一体となつて受診勧奨に取組むパイロット事業を実施し、他支部での市町村との連携推進の参考とした。
全国企画 実務者研修において、支部の好取組みの紹介や意見交換の場を設け、支部での取組みを全支部で共有し実施率の底上げに努めた。また、支部の好取
みについては、情報共有掲示板に随時追加掲載し全支部で取組みの参考としている。
成 24年度のパイロット事業として、女性にターゲットを絞つたアプローチとして、肌年齢測定等を組み合わせた集団健診を実施し、無関心層への意識啓発

3%に も達しなかつた。
全ての被用者保険共通の課題であり、現時

で実施率を大幅に向上させる有効な方策はないが、がん検診との同時実施
での好取組みを拡充するなど、市町村との連携を中心に支部独自の創
活かした取組みを通じ引き続き実施率の向上に努めていきたい。

O被保険者の健診実施率については、健診機関への委ltによる受診勧奨や事
業所の申し込み手続きの負担軽減、また、健診機関の選定基準の緩和等によ
る実施機関数の拡大を図るなどにより、日様には達成していないものの 着
実に目標に近づいており弓き続き取組みを進めて行く。

【被扶養者】
O平成20年度の被扶養者の目標値については、平成17年度の市町村が実施す
る老人基本健康診査の実施率が約

“

%で あつたことや被保険者の目標を40%
と設定していたことから同様に4096と 設定し、その後は毎年75%の増加を
想定して設定されている。そのため実態と大きく乖離した値となつているこ
とから、協会けんばでは、平成23年度の予算において、国の予算上の実施率
と同一の278%を予算目標値として設定したところである。 (24年度は、事
業計画上も予算上 t27396を 目機 としている)
支部においては、平成22年度に引き続き受診券申請書の提出を省略じ直接
業主に受診券を送付するとともに、市町村が実施するがん検診との同時実
の推進を図つているが、制度に対するIIB解が十分得られないこともあり、
咸23年度の健診実施率は、13896で実施者数は45%伸びたものの予算上



【評価の視点】
事業所に対する意識啓発及び特定
健康診査との共通検査データを保険
者として取得する方法を工夫するな
どにより、特定健康診査実施率の至1

く事業報告 (概要)>

取得率 2291(対前年度取得率10%増、取得件数384%の増)

成23年度の事業者健診データの取得率は、22%と なつており、平成22年度の増加数103,444件を上回る115783件の増加を図った。

データ取得については、以下の取組みを通じ実施率向上に努めた。
部が中心となり積極的な事業所訪間による勧奨を実施
を提供いただいた場合に支払うデータ生成手数料について、平成24年度から引上げることとした。

XML形式 210円 (23年度)● 315円 (24年度)
・ OSV形式 105円 (23年度)⇒ 158円 (24年度)

ため原則認めていなかつた紙媒体での取得も可能とすることとした
診で随時血糖検査を受けることとなる場合は、協会が費用負担を行て随時血糖検査を受けることとなる場合は、協会が費用負担を行い同時にヘモク・|ヒ・ンAlc検査を行う取扱いを24年度から導入することとした。
生法による事業者健診での血糖検査は1随時血糖値でも良いとされているため、特定健診のデータとして取得することができない場合がある。
とは、食事との関連を考えずに測定した血糖値。ヘモグロビンAlcと は、過去1～ 2ヶ 月の血糖状況を表したもの。

Э全国企画 実務者研修において、支部の好取組みの紹介や意見交換の場を設け、支部での取組みを全支部で共有し実施率の底上げに努めた。また、支部の好取
り組みについては、情報共有掲示板に随時追加掲載し全支部で取組みの参考としている.

く自己評価>

O平成23年度の取得率は目標の20%を大きく下回つているが、平成
21年度から取得に取組み、事業所への積極的な勧奨により大幅な取
得件数の増を図つてきていると考える。

Oしかしながら、全体の取得対象件数からするとまたまだ不十分で
あり、平成24年5月 に厚労省より発出された、事業者団体及び地方
労働局長に対する保険者への協力依頼の行政通知を活用すること
で、従来の事業所への勧奨効果が上がり、更なる取得件数の増に繋
がると期待している。
引き続き、健診機関へのデータ取得勧奨の委託や支部幹部を中心
とした積極的な事業所訪間等により更なる取得率の向上を図つてい
きたい。

(参考)行政通知
○平成24年5月 9日 厚生労働省労働基準局長及び保険局長連名通知
事業者団体及び関係団体に対し、医療保険者から健康診断に関する
記録の写しの提出を求められた場合は提供しなければならないこ
と、また、その場合は、個人情報保護法に抵触するものではない旨
を通知
O平成24年 5月 9日厚生労働省労働基準局長通知
地方労働局長に対し、上記通知の関連団体への周知や内容の説明
等、医療保険者への情報提供が円滑に進むよう、適切な対応をお願

く委員ご意見>



【評価の視点】
生活習慣病のリスクに応じた行動
変容の状況や予防の効果を把握、評
価、検証し、より効果的な保健指導
に向けた取組みを進めたか。

崚保険者
41.2%

崚嫉養者
38.6°/.

く事業報告 (概要)>

被保険者 86%(22年度02% 対前年度比+24ポイント)
被扶泰者 20%(22年度10%、 対前年度比+04ポィント)

バイロット事業として「行取と連携した地城密着型保健事業Jに取り組み、特定懺診 がん検診から特定保健指導まで一連の事業を市と一体になって推進した。

〈初回面談者数 :199769人 、対前年度+59877人 )(6ヶ 月後評価者数 192564人 対前年度+31121人 )
(初回面鍛者数 i 1348人 、対前年度  +219人 )(6ヶ 月後評価者数 : 1018人 対前年度  +208人 )

社会保険庁当時に策定した5ヵ年計画では 412%を 自標としているが 協会の予算上の目擦は 148%と してぃる.
23年度の被保険者に対する保健指導の実績は 特定保健指導対象者数1080959人に対し、初回面接199769人 、6ヶ月後評価

'2564人
であり 実施率1ま86%であった。目標を下回つて

いるものの、22年度と比べてIIP回面接 59877人 (428%)初 回面接実施率で44ポイント、6ヶ 月後評価31121人 (50796)lヶ 月後評価実施率で24ポイント増加している。
保健師等は、1日 に平均 17事業所を訪問しており 訪間事業所数は年間で

'9043事
業所に及んだ。

の取組みとして
‐パイロット●案として、行政と連携した地域密着型の保健事業 特定保|1指この被保険者への事前情IR提供、IIを活用した加入者の健康づくり支援と効率的な保健指導を行い 特定健
診と特定保健指導の実施辛の向上や加入者の健康増進.生活習慣病の改善意欲の促造を行つた。
協会と事業所の距離をできるだけ縮めて健康づくりや医療■について認識を深めていただくため、支部の幹卸が事業所訪F・3を行ない 事業所の医療費データや健診結果データを使つて
特定保健指導の受け入れのお願いを行った。
保健師の人員強化のため 地域のチースセンターや市町村と連携して保健師90人、管理栄泰■82人 を採用した。
保健指導機関等への外部■託について、電子鰈体による報告やll求等システム面での対応を整備し委証機関との契約を倍増 (577機関、対前年度比+316機関)した。
保健・IH導対象者のニーズに合わせた対応と情報提供などのサービスの充実のため、I'ク ルの活用を進め14支部で導入し対象者に適した指導を行つた て利用者3419人 ).
実績がlE迷 している支部に対して、本部から支部に出向き、伸び悩みの要因や課題 解決策を話し合い 取組みの改善を図つている。
⊃使診結果データの分析結果によると、35歳～40歳の男性で瞳囲リスク3896、

'日

質リスク30% 血圧リスク26%を保有している.
また、喫煙者は男性5096 女性17,%と 、国民健康栄姜調査 (平成22年厚生労働●調査)結果の男性322%.女 性8196に比べて非常に高いことがわかつた。
このような非肥満でリスク保有者 受診勧奨が必要な者 若年者に対するその他保健指導を行なつた (23年度 212254人 ).

力年lt画では 386%を 目掟としているが、協会の予算上の目様は 14896と している。
R健指導の実績は 特定保●指導の対象者が 5213'人 に対し 初回面接 1348人、6ヶ 月後評価 1013人であり、実施■は 20%で あった。
219人 (19496)、 6ヶ 月後評価 208人 (257%)増 加した。

く自己評価 >

・保健指導の実績では 依然として日標を下回つているが、着案に実施率を伸ばし
ている。実績の伸びない主な原因として 中小の加入事業所が多く ―事業所あ
たりの特定保掟指導の対象者が非常に少ないこと、支部の拠点が都道府県に 1カ
所であり地理的 構造的に効率的な保健指導が難しいこと、保健指導対彙者が増
える中で保健指導者が不足していることなど
また、他の保険者と違い、協会と事業所 加
導の受け入れに理解が得られないことや就葉

りが希
=で
あり保健指

う実施に対して事業主
のパックアップが受けられ しいこと

ア

子媒体による報告や請求が可能となり姜託機関
つた。また,管理栄姜士の雇用は全国で

'3名
と

に導を担っている。iTツールの活用では、保健
ニーズに合わせた対応と情報提供などのサービ

なり 保饉師と連携しながら保健指導を担っている。iT
指導対象者が増加する中、対魚者ニーズに合わせた対応
ス充実のために積極的に導入している。休日や夜間の保
施設を利用した保健指導では、今まで保健指導を受ける
利用機会を広げることとなつた。24年度においてもこれ

リス ト く

く委員ご意見>



シントローム霰当者及

【評価の視点】
保健指導や生活習慣の改善が継続
されるよう、事業の実施方法を工夫
したか。

事業報告 (概要)>

別紙のとおり

く自己評価>

メタポリックシンドロームの該当者・予備群を減少するため
多角的に取り組んだ。
・メタポリックシンドローム該当者及び予備群の減少率、検査項目
の改善率、生活習慣の改善率には大きな変イしは見られない。
健診受診者 508万人に対し、特定保健指導の対象者が 106万人、
特定保健指導実施者は 92.664人 (8696)実施したが、これは健診
受診者全員を対象とすると 18%に過ぎない。
特定保健指導以外の者に対するポピュレーションアプローチを
併せて実施することが必要だと考えている。
・重症4ヒ予防予防対策として、メタボ該当者・予備群のうち、治療が
必要な者に対する受診勧奨にパイロット事業として取り組んだ。
ポピュレニションアプローチとして職場の健康づくりに取り組んで
いる。
・23年度は保健指導の質の向上を図るため、保健指導のスキルアップ
と企画・評価に関する研修行つた。

<委員ご意見>



(別紙 )

く事業報告 (概要)>

O生活習慣病予防健診検査項目別指導区分の改善状況 (対 22年度 )

メタポリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率 (対22年度) 02ポ イント増
メタポリックシンドロームの該当者及び予備群は、平成22年度は132%、 平成23年度は13496と なり、
生活習慣病予防健診検査項目別指導区分の改善状況 (対 22年度)
各検査項目の指導区分の割合は大きな変化は見られないが、「要治療・要精密検査」の者が、血圧-0
-方で、「要注意・経過観察Jの者が、血圧→ 2ポイント、1旨質■l17ポイント、肝機能● 1ポイント、

02ポイント増加となつた。

1ポイント、脂質→ 5ポイント、血糖→ 3ポイント、尿酸-01ポイントと減少している。
血糖

“

3ポイント、血液

“

2ポイントと増加している。

」ヽ (対22年度)
a)喫煙している者   -12ポ イント
b)1日 1時間以上の歩行または同等の身体活動をしている者  401ポイント
c)食べる速度が速い者   ● 2ポイント
d)毎 日飲酒する者  -04ポイント
o)1日当たりの飲酒量が 2合以上の者  -002ポイント

く具体的な取り組み事項>
メタポリックシンドロームの識当者及び予備群を減少するため、保健指導の質の向上を図ると共にパイロット事業として重症化予防対策に取り組んだ。
また、支部の独自事業としてポピュレーションアプローチを推進している。
1 保健指導の質の向上

のため、全国プロック研修会において
'PDCAを
回す質の改善」について研修し各支部で改善計画を立てて24年度に実践 している。

北海道支部 :保健師のモチベーションをアップするために、保健師へのとアリングと対象者への満足度調査を行う。
また、保健指導の利用勧奨のために電話連絡マニュアルを作成する。保健師間の情報共有の仕組みや媒体の共有を進める。

山形支部  :初回支援で脱落を防ぐために、初回支援方法の標準化を図つている。また進拶管理を徹底するためにツールを見直していく。
兵庫支部 ヽ:効果的・効率的に保健指導を進めるために、文例を作成して対象者の方から意見を伺い、更に見直しを図つていく。
鹿児島支部 :困難事例や脱落事例を共有し、保健指導スキルの蓄積を行つている。
O保健指導者のスキルアツプのために、23年度は行動変容のための面接技術について誉寇露|:「雙また

2罐
蓼呈謬馨守要情i[驚賛蓋悟0モ依百yプを図る

こととしている。
O健診データ等を活用して地域・集団 (事業所)の分析及び保健指導の効果検IIEをす

`また、データの活用を進めるため保健指導の評価とデータ分析について研修を行った。
023年度は日本産業衛生学会や日本公衆衛生学会で保健指導の効果分析結果の発表をしている。
2 重症化予防
メタポリックシンドローム該当者及び予備群のうち、要受診判定を受けながら受診していない者に対して積極的に受診を促し、重症化を予防して00Lの維持・向上を目指すことを目的に福岡支部で
くイロット事業に取り組んだ。受診勧業の結果、勧奨対象者の10%が通院を開始した。効果がみられたため、今後、全国展開することにしている。
3 ポピュレーションアプローチ
加入者の健康づくりを進めるためにはハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチを併せて行う事が必要と言われいる。
大分支部では、職場の健康づくりに取り組んでいる。保健師が訪間をした事業所や健康保険委員に対して職場で健康づくりに取り組む重要性や具体的なプランを紹介し、事業所で決めた取組目標を
している。23年度は130社が参加 した。
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1人当たりの内容点検効果

【評価の視点】
システムにより点検できるレセプ
ト (診療報酬明細書)の範囲や項目
を大幅に拡充し、点検業務を充実強
化する取組みを行つたか。
また、各支部の点検効果向上に向
けた改善、査定事例の共有化、査定
事例の集約、自動点検機能の効果的
用、研修の充実、点検員の勤務成
に応 じた評価により、点検技術の
的な底上げを図るとともに、点
果額を引上げることができた

く事業報告 (概要)>

・被保険者1人当たり効果額 :1.079円 【前年度 872円】約2496上回る

レセプトは、社会保険診察報酬支払基金で審査されているが、支払基金において審査されていない事項等については協会においても保険者として点検を行い、
医療費の適正化を進めている。

「特定器材と疾4_J「 特定器材と診療行為」等、疑義のあるレセプトを自動的に抽出する精度を上げるなど、システムを活用した効率的な点検業務を重点的に
行つた。 (再審査請求件数 :前年度比275%ア ップ)

平成23年度は、各支部において内容点検効果額の具体的な数値目標 (前年度実績以上かつ前年度全国平均以上)を設定し、この目標に向けた行動計画を策定
するとともに、各支部の実情に応した点検体制 (チームマネジメント制)を構築して業務を行つた。

点検情報の共有化や点検技術の全国的な底上げを回るため、点検効果向上会議、スキルアップ研修、協会LANを活用した事例検討 (0&A)を 実施した。
(平成22年度点検結果の支部間の差約10倍 -23年度の差約5倍に縮小)

点検業務のレベルアップ、競争性の確保の観点から、内容点検の一部外注化を実施し点検業務の拡充を図つた。

く自己評価>

平成23年度は、22年度に引き続き「効果向上化計画」の実施に
より、①再審査請求率の向上、② レセプ ト1件当たり容認金額の
向上、③業務改善に向けた検討サイクルの確立、を推進 し全国的
なレベルアップが図られ、効果額の支部間差も縮小した (10倍→

5倍 )。 また、点検員の実績評価により、業務意欲が向上 し点検
効果額アップに寄与 した。
平成23年度の被保険者 1人 当たり内容点検効果額は、1,079円 で
平成22年度実績872円 を207円 (約 24%)大 きく上回り過去最高そ
あつた。
平成23年度の内容点検により得られた財政的な効果は、210億
円余 りとなり、平成24年度についても引き続き「効果向上化計余りとなり、平成24年度についても引き続き「効果向上化計
」を実施することとした。

委員ご意見>



ェネリック医薬品使用

“

含

【評価の視点】
平成22年度診療報酬改定による
ジェネリック医薬品の選択をより容
易にする仕組み、ジェネリック医薬
品に切替えた場合の自己負担額の軽
減効果を通知するサービス等による
使用促進効果を更に着実なものとす
るよう、地域の実情に応して、医療
機関関係者、薬局関係者へ働きかけ
る等きめ細やかな方策等を進めた
か 。

ま
以
鷹

％

年
３０

％
２４
に
＞

２６
‘

で
上

く事業報告 (概要)>

成23年度の使用割合実績値234%(平成21年度183%、 平成22年度22儡 ※各年度平均の実績値)

ジェネリック医薬品軽減額通知については、21年度から全国の支部で実施し、lヶ 月あたり約5億 8000万 円、単純に1年間に推計すると年間約70億円程度の財政
果があった。22年度においてはlヶ 月あたり約 1億 4000万円、年間額を推計すると前記約70億円とは別に年間約168億円程度の財政効果があった。
23年度においては、1回 目通知時に切り替えなかった者 (全部または一部)に対して、年度内に2回 目の通知をする方式を取り入れ、1回 目通知は23年9月 から1123年度においては、1回 目通知時に切り替えなかつた者 (全部または一部)に対して、年度内に2回 目の通知をする方式を取り入れ、1回 目通知は23年9月 から11
にかけて約84万通を送付した。2回 目通知は24年2月 から3月 にかけて約21万通を送付した。なお、1回 目通知は全支部、2回 目通知は22支部で実施した。財政効果
1か月あたり約38億円、年間額推計すると21年度及び22年度とは別に約39億円となった。
年度は「希望カー ド」「希望シール」に加えて「使用促進チラシ」 (約 21万部)を作成し、健康保険証送付時に同封したり支部窓口等で配布を行つた。
23年9月 には健康保険組合連合会との共催により「ジェネリック医薬品の使用促進に関するセミナー」を大阪で開催し、各保険者や加入者に向けて、協会として
使用促進の取組みについて情報発信を行つた。
全国34都道府県 (国の委託事業以外の 2つを含む)に設置されている後発医薬品使用促進協議会には、24年 3月現在、協会から20支部が参加しており、22年 10月
点の11支部から増加している。

自己評価>

平成23年度の実績値は234%で、22年度の実績値 (226%)を
上回つたものの、設定された23年度目標指標の値 (2696)には及
ばなかった。ただし、24年度4月 以降、後発医薬品割合 (数量
ベース)の算出から、生薬及び漢方製剤を除外しており、このこ
とによる4月 のジェネリック割合への影響は、+23%ポイン トと
なつた。同様の影響が想定される場合、23年度の実績値は257%
となり、ほぼ目標値に近い値となる。
・軽減額通知事業の財政効果額については、22年度年間推計額
168億 円に対 して、23年度年間推計額39億円となり、前年度を上
回つた。
・23年度は、従来の「希望カー ド」「希望シール」に加えて、新
たな広報媒体として「使用促進チラシ」を約21万部作成 し、支部
を通 じて加入者に配布した。
・都道府県に設置されている後発医薬品使用促進協il会に参加 し
ている支部は、22年度の11支部から23年度は20支部になり、9支

く委員ご意見>



―ルマガジンの量饉件数

【評価の視点】
加入者及び事業主に対する情報提
や広報について、ホームページの
、支部ごとに定期的なお知らせ
うとともに、メールマガジンや
サイトを活用し、加入者の視点

から積極的な情報提供を行つたか。
また、都道府県、市町村、関係団
体との連携による広報、テレビ・ラ
ジオ、新聞・雑誌などメディアヘの
発信力を強化することができたか。
モニター制度や対話集会をはじめ
加入者から直接意見を聞く取組みを
進め、これらの方々の意見を踏ま
え、創意工夫を活かし、わかりやす
く、迅速に加入者 。事業主に響く広く、迅速に加入者 。事業主に響く広
服を行ったか。

く事業報告 (概要)>

員数 53085人 (23年度末時点)※ 22年度会員数40384件

0加入者に役立つ情報を各支部から直接加入者に届けるメールマガジンは、23年度初めは導入支部37支部であったが、23年度末時点では47支部 (全支部)で実施
となつた。

各支部月1回又は2回配信を行い、制度改正や保険料率改定などのタイムリーな情報については、臨時号として随時配信を行った。
で読んでいただけるメールマガジンとするため、健康保険制度に加え、健康のための料理レシピや病気に関する知識の解説など、医療と健康に関
した。

や市町村が主催している保健事業のイベント (ウオーキング活動など)を、メールマガジンに積極的に取り入れ、自治体と運動した保健事業の広報を

0ア ンケー ト機能の利用により、加入者の意見を伺うことが可能となり、加入者の意見を今後の広報の方法や内容改善に反映した。 (23年度アンケー ト実施支部
7支部)
の他、従来から継続して、日本年金機構の協力のもと、事業所に送付する保険料の納入告知書に支部ごとに協会けんぼのお知らせを同封し、定期的な情報提
行つている。
:業やサービスの充実に役立てるほか、加入者の視点に立った広報を進めるため、加入者の中から公募した約140名 の方を協会けんぽモニターに委嘱し、
「医療費適正化に関するアンケー ト調査」と「広報に関する調査」を実施した。
:は 自治体や関係団体と連携し、健康保険の対話集会やセミナーを通じて加入者の皆様と直接対話する機会を設け、社会保障・税一体改革の関係では5`各支部では自治体や関係団体と連携し、健康保険の対話集会やセミナーを通じて加入者の皆様と直接対話する機会を設け、社会保障・税一体改革の関係では5つ

支部において、内閣府 厚生労働省から担当者を招き対話集会を開催した。
保険料率引上げについては、22年度から3年連続となったことから、厳しい経営環境の中で保険料率に関する加入者の皆様の理解を深め、さらに医療保険
の枠組みについて政府や国民全体の議論に発展するような周知広報に努め、「一緒に考えたい、これからの健康保険」をキヤッチコピーに、メールマガ

ンをはじめとする各種広報媒体を通して共通のメッセージを発信した。

く自己評価>

・22年度会員数 (40,384件 )か ら23年度会員数 (53,085件 )の
12,701件 増加となり、22年度を約3196と 大きく上回り目様を達成
した。
・また、実施支部数においても23年度初めは37支部であつたが、
どの支部の加入者へもきめ細かな情報提供をするため、全支部に
導入しようと取り組んだ結果、23年度末には全支部にて実施する
ことができた。

く委員ご意見>
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く事業報告 (概要)>

被保険者1人 当たり効果額 12183円 【前年度事績 2478円】295円 下回る
※平成23年 10月 からの支払基金による請求前資格確認の成果を含まない。

格点検は、保険診療時における加入者の資格の有無を医療機関照会等により確認する点検を実施している。また、加入者資格を喪失した方による受診を
防止する取組み (未回収被保険者証の返納催告)を進める一方で、この資格点検により無資格受診を把握し、喪失後に受診した医療費の回収を行つている。
(平成23年度医療機関照会件数 :773235件 )

成23年 10月 から、レセプトを支払基金から受け取る前に資格情報のみを支払基金から受け取り、協会のシステムで確認するという、「オンラインによる
請求前資格確認J力く実施され、協会における資格点検の軽減及びレセプト返戻の早期化が図られた。 (受診後4カ 月→2か月に短縮)

けんばの資格点検業務が軽減されたことから、他の点検業務へのシフトを行い、点検範囲の拡大を図った。

1人当たIJ資格点検効果額

【評価の視点】
資格点検において、オンラインレセプトの請求
i資格確認により、早期化及び効率化は実現した
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平成23年 10月 から支払基金において「オンラインレセプ トの請
確認」が実施されたことにより、協会が行う資格点検対
し、平成23年度の被保険者1人当たり資格点検効果額

は、2.183円 と平成22年度の2.478円 を下回つた。
なお、請求前資格確認の実施によリレセプ トの返戻早期化 (4

月→2か月)が図られ、資格点検業務が軽減されたことから、
これにより創出したマンパワーを他の点検業務にシフトし、点検
範囲の拡大、効果的・効率的な点検体制を構築することができ
た。

委員ご意見>
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ムページヘのアクセス件数

【評価の視点】
保険者として、加入者・事業主等の利益の増進
図るとともに、参画意識を高めていくため、協
のホームページ上に健康保険制度や手続きに関
る情報のほか、生活習慣病の予防や保健サービ
スに関する情報を掲載するなど、情報提供や広報
の充実に努めたか。

事業報告 (概要)>

日における1日 当たり平均アクセス数 :43675件 (22年度 42798件 )

ホームページを通し、タイムリーな情報提供とより丁軍な広報活動に努めた。
ホームページのアクセスの内訳では「申請書のダウンロー ド」が6割を占めており、協会ホームページの役割として、加入者 事業主の方が必要な情報を必要な
に取り出せるよう、各種申請書をホームページ上で閲覧、ダウンロー ドじやすいようにしている。
その他、従来から継続して、日本年金機構の協力のもと、事業所に送付する保険料の納入告知書に支部ごとに協会けんぱのお知らせを同封し、定期的な情報提
つている。

協会の事業やサービスの充実に役立てるほか、加入者の視点に立った広報を進めるため、加入者の中から公募した約140名の方を協会けんぼモニターに委嘱し、
年度は「医療費適正化に関するアンケー ト調査Jと 「広報に関する調査」を実施した。
支部ごとのページで、支部評議会の情報や健診機関の情覇、都道府県ごとに催される健康づくリイベントの案内や医療情報など、地域に密着した情報を提供し
いる。
各支部では自治体や関係団体と連携し、健康保険の対話集会やセミナーを通して加入者の皆様と直接対話する機会を設け、社会保障・税一体改革の関係では5つ
支部において、内閣府 厚生労働省から担当者を招き対話集会を開催した.の支部において、内閣府 厚生労働省から担当者を招き対話集会を開催した。
024年度保険料率引上げについては、22年度から3年連続となったことから、厳しい経営環境の中で保険料率に関する加入者の皆様の理解を深め、さらに医療保籠
制度全体の枠組みについて政府や国民全体の議論に発展するような周知広報に努め、「一緒に考えたい、これからの健康保険」をキャッチコピーに、ホームペー
ジをはじめとする各種広報媒体を通して共通のメッセージを発信した。

く自己評価>

・協会ホームページの役割については、必要な情報協会ホームページの役割については、必要な情報を必要な時に
り出せる加入者等の利便性の向上に重点を置 くこととし、23年

各支部でバラバラに掲載していた申請書や記入例を順次、本
ページにまとめた。その結果、アクセスの内訳は「申請書の
ダウンロー ド」が6割 を占めた。
・協会けんぼモニターを対象に実施した「広報に関する調査 J
(H2437～ 17実査)に よると、協会ホームページの好意度
(「好きJ又は「やや好き」と回答)が4396と好意的であつた。
また、 トップページの中で役に立つと回答したページは「申請・
届出手続きJが 6696、 「こんなときどうする?」 が50%と 、アク
セスの内訳と比較すると、利用者の利便性に合わせた内容になっ
ている。

く委員ご意見>
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【評価の視点】
「全国健康保険協会事務費削減計画」を踏ま
え、任継保険料の口座振替や、サービス水準の確
保に留意しつつ年金事務所の窓口職員の適正配置
を進めるなど業務の実施方法の見直しを行うとと
もに、引き続き競争入札や全国―括入札、適切なもに、引き続き競争入札や全国―括入札、適切ブ

在庫管理等により、経費の削減に努めたか。ま
た、調達や執行については、調達委員会のもと、
これらを適切に管理するとともに、ホームベーヽこれらを適切に管理するとともに、ホームベージ
により調達結果等を公表することにより、透明性
の確保に努めたか。
本部及び支部に帰属する経費の明確化等によ
り、支部別の財務状況の適時・的確な把握に努め

事業報告 (概要)>

支部から経費肖1減方策等の提案を求め、それら各提案について、支部等の判断で実施するもの、本部で実施方法を検討するものなどに3分類にまと
、支部ヘフィー ドバックし、他支部の取組事例を参考にしながら協会全体で経費削減に努めた。これらの取組みにより、サービス水準の確保に留
しつつ年金事務所窓口職員の効率的な配置を行い経費の削減を図ったほか、各支部で調達している消耗品について、Webを使つた発注システムの
入により、各支部での発注手続きの簡素化、スケールメリットによるコス トの削減、随時発注による在庫量の削減を図つた。

理者脈学なF栗嫌浪謬黎累讐零鏑窪墓塞婆習曇足Aよ?魁酎た異昌在総響聾TTT電:贅明彎整亀鋪事1企:1度 5烈島↓ミ_彙尻」』墓ま属ξ夕
とにより、透明性の確保に努めた。23年度における100万円を超える調達件数全体では、事業の見直 し等により、22年度と比べ132件の減少 (22年度
23年度491件 )と なり、うち競争性のない随意契約の件数は73件の減少 (22年度287件 -23年度214件 )と なった。

また、支部別の財政状況を的確に把握できるようにするため、本部で支払いを行っている支部に帰属すべき経費も含めた、支部男1の経費の内訳を
月各支部に提供 し、各支部での経費削減等に活用 した。
なお、コピー用紙等の消耗品の使用状況としては、A4コ ピー用紙は40,760箱 (前年22年度は40,803箱 )、 プリンター トナー (黒 )は3.028個 (前年
度は2978個 )、 プリンター トナー (カ ラー)は2,238個 (前年22年度は2.1“個)であつた。

く自己評価>

○ 随意契約の件数について、23年度は一般競争入札業者決定ま
での経過的な契約や一般競争入札不落による随意契約の減に努め
た結果、22年度と比べて73件減らすことができた。

O コピー用紙等の消耗品について、支部から募集 した経費削減
方策をフィードバックし職員のコス ト意識を高めるとともに、引
き続き両面印刷や集約化、コピー用紙の再利用、カラー印刷の抑
制などに取り組み、22年度と比べて、コピー用紙は01%の削減
ができた。しかしながら、プリンター トナー及びプリンター ト
― (カ ラー)は、周知広報や資料作成等による印刷物増によリ

○ 全国健康保険協会事務経費肖1減計画に基づく事務経費肖1減目
こ向けた取組みとして、W● bを活用 した消耗品発注シス

テムを利用し、23年度から本部で消耗品を一括調達する仕組みを
導入した。これにより、スケールメリットによるコストの削減を
行つた。このような取組みを含めて、経費節減に努めた結果、消テつた。このような取組みを含めて、経費節減に努めた結果、
毛品 (コ ピー用紙等は除 く。)に係る経費は22年度と此較 して
65%削減することができた。

<委員ご意見>


